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拓くものであった．以後，1889（明治 22）年 2 月の「大日本帝国憲法」（俗にいう「明治憲法」）
の制定と，翌 90 年 10 月の「教育二関スル勅語」（いわゆる「教育勅語」）の頒布などを経て，
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という民間教育研究団体が発足してからのことである（1959 年 1 月）．そして，この会のメン
バーによって『日本教育運動史』全 3 巻（三一書房，1960 年 9 ～ 12 月）が刊行されてからその






















































































　1950 年代末までに出された文献　ところで，先の「会話」に示された 1 と 2 について，即ち，
この「忘年会をかねた同窓会」が開かれた以前（「終戦」後の 1940 年代の後半から 50 年代まで
の時期），新興教育運動に関する文献や研究の状況はどのようなものであったのだろうか．
　文献で見る限り「戦後」その運動に触れた最初のものは，全日本教育労働組合（1946 年 5 月 3














日本教員組合準備会」が結成されたこと（1930 年 5 月 25 日―柿沼），それが取り締まり当局の
命令によって解散を余儀なくされ，もはや「合法的組合」の結成は不可能になったこと，などが
記され，しかし，その活動の中心的な担い手だった人たちによって「遂に非合法組合」である
「日本教育労働者組合」が結成され（文中には 1930 年 7 月とあるが間違い，正確には「教労」準
備会の結成が８月，「教労」の正式結成は 11 月　　柿沼），「合法的に設立された新興教育研究
所」の活動とあいまって「組織は急速に全国に拡大」し「朝鮮・台湾」にまで及んだこと，そし


















ている．日本民主主義教育研究会（1946 年 4 月発足）編集の『明るい学校』誌第３号（1947 年




































































































































あるが，それを表題にかかげた最初のものは，1948 年 2 月に創刊された『教育生活』誌（編集


































称「コア連」，1948 年 10 月結成．78 年 6 月日本生活教育連盟と改称）編集の雑誌『カリキュラ







































されることになった．『教師の友』9・10 合併号（通巻 64 号，編集人岡田稔，発行所教師の友の
会）から以後６回にわたって連続掲載された「プロレタリア教育の足跡」がそれである．概要を
知るために各回で取り上げられている項目を示すと次のようであった．



















































































1973.2）」参照，民間教育史料研究会編『民間教育史研究事典』所収，評論社，1975 年 8 月）．
　２．何故，この時期新興教育関係の論稿数が少なかったのか





1980 年 11 月に文宣堂出版から刊行された復刻版）で確認し，その上で実際の引用は宮原誠一・
丸木正臣・伊ヶ崎暁生・藤岡貞彦『資料　日本現代教育史』第 1 ～ 4 巻・追補 1 巻，三省堂，

















































軍省）に教育使節団の来日を要請し，その求めに応じて 1946 年 3 月初め「アメリカ教育使節団」
（J. D. ストダード団長以下 27 名）が日本に到着した．使節団は，あらかじめ GHQ の「覚書」
に基づいて設置されていた「日本側教育委員会」（7）（委員長南原 繁）とも連携を取りながら，精
力的に活動を展開し，1 ヵ月足らずのうちにその結果をとりまとめて連合軍最高司令官宛に提出
している（公表されたのは 4 月 7 日）．それが『アメリカ教育使節団報告書』というもので，そ
こに示された「勧告」は「戦後」日本の教育改革の進行のうえで極めて大きな影響を与えたので
あった．
　労働組合，教職員組合運動の高まりと，新たな教育運動の始まり　1945 年 9 月大日本産業報
国会が GHQ の指令によって解散させられた（その他の国策協力団体もその前後に自主的に，あ










の制定された 12 月には 700 を超える単位労働組合，37 万人あまりの組合員数を数えるまでに
なっている．ちなみに「戦前」の最高時の労働組合員数は 1936 年の 42 万人であるから，わずか
「敗戦」後半年足らずの間に「戦前」最高に近いところまできているということになる．（8）
　このような労働組合運動の盛行は，教員組合運動やその他の教育運動の場合も同様であった．
「戦後」各地で教員組合作りが始まり，1945 年の 12 月には全日本教員組合（「全教」，12 月 1 日
結成）と日本教育者組合（「日教」，12 月 2 日結成）という二つの全国組織も生まれている．ま
た「全教」の働きかけで新たに組合作りが始まったところもある（「日教」の方は著名人中心の
組織で一般教員の間に根を張ることが出来なかった）．そして，1947 年 6 月には教育労働者の全
国単一組織・日本教職員組合（日教組））の結成にまでたどりついている．この年 10 月初めの教
育労働者数は 50 万人余り，「日教組」を中心とする教職員組合員の数は 42 万人強，組織率実に
80％を超えている．そして一般の労働組合と同じように，各地の教員組合や全国的組織のいずれ
においても中心的な活動家の中には「戦前」の教員組合運動・教育運動の経験者がかなりの数見
られるのである．例えば，増淵 譲『日本教育労働運動小史』（新樹出版，1972 年 7 月）には「全

























　　1945 年 10 月　自由懇話会
　　　46 年 1 月　民主主義科学者協会教育部会（「民科」教育部会）　
　　　　　　4 月　日本民主主義教育研究会（「民教」）
　　　　　　　　　　46 年 7 月機関誌『明かるい学校』創刊（のちに『あかるい教育』と改題）
　　1947 年 1 月　教育民主化協議会（「教民教」）
　　　　　　　　　　47 年 6 月中央教育復興会議の中に解消
　　　　 　12 月　日本民主主義教育協会（「民教協」．「民教」から発展，改組織）
　　　　　　　　　　250 名の準備委員と 18 都道府県の代表．
　　　　　　　　　　49 年 7 月ごろから GHQ 東京軍政部の弾圧により活動不振に．














（制度）については 1946 年 3 月に GHQ の求めに応じて来日したアメリカ教育使節団の「報告書」
（「アメリカ教育使節団報告書」3 月 31 日連合国軍最高司令官マッカーサー宛提出，4 月 7 日発
表）の果たした役割が非常に大きい．（なおここでの引用は文部省調査普及局が翻訳・発行した
『米国教育使節団報告書　全』1952 年 6 月，を使用し，宗像誠也・宮原誠一・周郷 博編『アメ
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である」（10 ページ．傍点柿沼）と記している．これ
らの文言から，20 世紀前半のアメリカを代表する哲学者であり教育学者であったデューイ（John 









































年 6 月に教育刷新審議会（「教刷審」）と改称された後の期間も含めて，35 回の「建議」（51 事
項）を行っている．そして，1952 年 6 月，中央教育審議会が設置されることにともなって，そ
の役割を終了することになる．「教育法上の憲法」といわれる「教育基本法」（「教基法」）は，
「日本国憲法」（1946 年 11 月 3 日公布，47 年 5 月 3 日施行）の精神，特に「前文」と「第二六条
　教育を受ける権利，教育の義務」）を受けて，この委員会の第一回建議（46 年 12 月 27 日）な


























　「教基法」「学校教育法」公布・施行の翌日，1947 年 4 月 1 日，「新学制」が始まり，新しく生
まれ変わった（はずの）小学校と新制中学校が発足した（新制高等学校，新制の大学が発足する
のは翌 48 年 4 月 1 日）．またそれに備えて文部省は，47 年 3 月 20 日「学習指導要領一般編（試
































「座談会　日本の教育運動を回顧する」（1949 年 8 月号）中の「①自由主義教育運動（志垣寛，






悟でさえ，「戦後」いち早く著書『新教育への道』（誠文堂新光社，1947 年 7 月）を出版し，ま













カリキュラム批判」（1949 年 6 月開催）とそこでなされた発表を掲載した『あかるい教育』特集










































集』（全 6 巻，1973 年 5 月～ 74 年 2 月）の第３巻には，この『新教育への批判』と『日本教育






のであった．が，その占領政策は，1947 年 3 月のいわゆる「トルーマン・ドクトリン」（米議会
におけるトルーマン大統領の自由主義諸国に対する共産主義の脅威とそれとの闘いを表明）や，
中国における革命運動の発展と中華人民共和国の成立（1949 年 10 月），朝鮮戦争の勃発（50 年
6 月）などという状況の中で「反共主義」が鮮明になり，それにともなって日本の民主的勢力に
対する弾圧政策が露骨に展開されるようになっていったのであった．
　前記の「民教協」は，1948 年 6 月時点で３千名を超える会員と１万数千の『あかるい教育』
読者を有し，教育界に一定の影響力を保持するまでになっていたが，1949 年 7 月 GIE 教育顧問
イールズによる「共産主義教授追放」講演によってアメリカの「占領政策」の「反共」化が鮮明
になっていく中で GHQ 軍政部の弾圧に晒され，会活動は不能に陥り，自然解消を余儀なくされ






パージ」の項．新日本出版社，1992 年 7 月（11））．その反面，「戦争責任」を問われて「公職追放」
された者たちの「追放解除」が次々と実施に移されていった．1950 年 9 月に来日した第二次ア







たのであった．そして，1951 年 9 月「サンフランシスコ講和条約」調印（52 年 4 月 28 日発効．











とか呼ばれて，今日まで引き続き開催されている）．また，1952 年 6 月には「教師は平和を守る」
「教師は科学的真理に立って行動する」など十項目からなる「教師の倫理綱領」を大会決定して
「占領」後（＝「独立」後）の事態に対応する新たな「教師像」を確立し，平和と民主主義教育
の創造・発展を目指すことを決意したのであった（同前 208 ～ 211 ページ参照）．他方，民間の
教育研究運動の分野でも既に活動していた日本学校劇連盟（1949 年 4 月発足．1959 年 8 月日本
演劇教育連盟と改称），や歴史教育者協議会（1949 年 7 月創立）のほかに，朝鮮戦争勃発直後に
は日本綴方の会（1950 年 7 月結成，翌 51 年 9 月日本作文の会と改称），教師の友の会（1950 年
12 月結成）が活動を開始し，また 52 年 3 月には「戦前」の教育科学研究会が教育科学研究全国
連絡会として再建されている．以後様々な領域でたくさんの自主的・民主的な教育研究団体が結
成されていく（大槻 健『戦後民間教育運動史』60 ページ参照，あゆみ出版，1982 年 7 月）．
　こういった国際的・国内的諸情勢の大きな変動の中で，「新教育」（「コア連」）の中からもこれ
までの自己の運動や理論に対する「反省」や「自己批判」の動きが始まった．この運動の指導者
の一人廣岡亮蔵が 1950 年 3 月号の『カリキュラム』に載せた「牧歌的カリキュラムの自己批判」
はその契機を成す代表的なものの一つといってよく，題名中に示された「牧歌的」という表現に
はこの運動の性格を象徴するような響きがあった．またこの廣岡を含め石山修平ら５名の論文か



























































ぎってくる中で，1951 年 9 月，「綴方の会」は日本作文の会（「日作」，機関誌『作文と教育』）
と改称・改組織する．そして，その「日作」が，恵那綴方の会，岐阜県教職員組合と共に中津川







































書の最初のものが前に記した『新しい綴方教室』であり，次が 1955 年 5 月新評論社から「教育
新書」として出した『生活綴方ノート』（Ⅰ，Ⅱの 2 冊）である．この本は 57 年 8 月合本して
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（あの当
時としては）教組運動や公式主義的な
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「新興教育



























































史研究』創刊号（1955 年 10 月）に「日本における教師の抵抗運動の資料　一九二八～一九三三
年を中心に」を発表し，続いて同研究会のそれまでの研究成果を取りまとめた海後勝雄・広岡亮
蔵編『近代教育史』（全 3 巻，誠文堂新光社）の第 3 巻，「市民社会の危機と教育」（1956 年 5 月）
に，その第七章として「抵抗の教育運動」と題する論文を執筆した．そして三つ目は，『明治図
書講座　学校教育』の第 2 巻「日本教育の遺産」（この巻の編者代表は小川太郎，1957 年 5 月）
に載せた「Ⅳ　プロレタリヤ教育運動」である．この三つの論文を並べてこの順番で読んでみる
と，この時期における駒林の研究の進展がどの様なものであったかが読み取れるような気がして




















































































ないのではないか，ということである．いうまでもなく歴史的研究にとって ｢ 資料 ｣ は必要不可
欠である．しかしながらそのことは同時にその「資料」の性格を見極めること，すなわち一般に
｢ 資料批判 ｣ という行為がともなわなければならない．特に国家や権力の政策や行為に対して ｢
反対 ｣ や「抗議」の意思を持つ「運動」を対象とし，「弾圧」する側の「資料」を利用する時に







関係部分だけをここに記しておきたい（青山 毅 編著『昭和期文学・思想文献資料集成　第 12














さらには文字にすることさえ極力避けるという ｢ 努力 ｣ をしなければならなかったのであ




































































































（４）　東京帝国大学最後の入学生（「新制」の大学制度が発足する前年 1947 ＝昭和 22 年 4 月入学）であっ









研究史上への位置づけ　　』（『日本福祉大学研究紀要　現代と文化』第 116 号，2007 年 10 月））の
中でこの話を紹介しておいた．











究所），は教育史学会の紀要『日本の教育史学』第 17 集（講談社，1974 年 10 月）の「研究動向」
欄（日本・東洋・西洋の各領域ごとに 1 年間に発表された教育史の著書・論文の内容を検討してそ
こに見られる研究動向を解明するために毎号常設されている）に「日本教育史の研究動向」を執筆










　　　また，安川寿乃輔（埼玉大学）は，同誌第 20 集（1977 年 10 月）の同欄で，1976 年度の「研究動
向」として大きく 3 点を指摘し，その「第一に教育運動史研究会員の活動によって，大正．昭和を
対象とする研究が大幅にふえたこと」をあげている．さらに翌年（78 年 9 月）の第 21 集（1978 年
9 月）でも，自作の「教育史研究文献リスト」（1976，77 年度）に基いて「60 年代までと異なり，
一つには教育運動史研究の進展を反映して，大正，昭和戦前期の成果も大幅に増えて，各々約 10






竹前栄治『占領戦後史　対日管理政策の全容』勁草書房，1980 年 7 月．
竹前・天川 晃『日本占領秘史　上』朝日新聞社，1977 年 8 月）．
秦 郁彦・袖井林ニ郎『　同前　下』　同前，1977 年 10 月．
袖井林二郎『マッカサーの二千日』中央公論社，1974 年 8 月
松浦総三『占領下の言論弾圧（増補決定版）』現代ジャーナリズム出版会，1969 年 4 月
クロタキ・チカラ『つながれた　にっぽん　　新たな占領から本當の解放へ　　』青潮社，1952
年 10 月．（註）著者は 1930 年代の「教労」運動の幹部の一人，この書の発行時は民主主義科学
者協会幹事
ジョン・ダワー（三浦陽一他訳）『敗北を抱きしめて　第二次大戦後の日本人（上・下）』岩波書
店，2001 年 3 月，5 月．
　　　また，アメリカ側の当事者の回想録などでは，ダグラス・マッカーサー（津島一夫訳）『マッカサー
回想記（上・下）』朝日新聞社 1964 年 10 月，をはじめ，以下のものなどをまとめて読む機会となっ
たが，この小論の中に直接反映されてはいない．　





ヘッセル・ティルトマン『日本再興の条件』日本週報社，1948 年 6 月．
ロバート・B・テクスター（下島 連 訳）『日本における失敗』文芸春秋新社，1952 年 3 月．
ウィリアム・シーボルト（野末賢三訳）『日本占領外交の回想』朝日新聞社，1966 年 3 月．




ため不明），およびそれに基いて作成された NHK 編『再現ドキュメント　日本の戦後』上・下 2




た「米国教育使節に協力すべき日本側教育委員会の報告書」（1946 年 2 月）の「第二部　意見」が









究所編『日本労働年鑑　第 22 集　戦後特集』労働旬報社，初版 1950 年 11 月，復刻版（第四刷）
1971 年 7 月，などを参照．また「戦時」下のものについては，同『年鑑』の別巻（復刻版 1981 年
7 月）が「太平洋戦争下の労働者状態・労働運動」を特集しているので，それが参考になる．
（９）　この『アメリカ使節団報告書』の原文（多分複製版）を私たちが入手したのは，東大教育学部の学













版の発行は 1980 年 8 月であった．日本の「労働運動史」研究の第一人者といわれた故・塩田庄兵
衛は『立命館経済学』第二十九巻第四号（1980 年 10 月）に所収の「レッド・パージ」と題する論
稿の中で「『切られたばってん』は，多数の当事者・関係者の手記（120 人の手記―柿沼）や豊富な





の森書房，この書の発行年月は 1970 年 9 月―柿沼補足）と題する詳細な記録が刊行されていたこ
とも改めて思い出される」（同前）と記しているが，この点についても同様の思いにかられる．ま
たこの年には東京都教職員レッドパージ三十周年記念集会実行委員会編『レッドパージに抗して三
十年』（あゆみ出版，1980 年 9 月）などの著作も出版されている．なお，レッドパージに対する「闘











柿沼 肇編『戦後日本の教育理論　上』（ミネルヴァ書房，1985 年 8 月）所収の拙論「教育史論」参
照．
